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貸  借  対  照  表 

（2021年 3月 31日現在）         （単位：円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金  

受 取 手 形  

売 掛 金 

商 品  

仕 掛 品 

貯 蔵 品  

前 払 費 用  

未 収 入 金  

預 け 金  

そ の 他  

貸 倒 引 当 金 

  

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産  

構 築 物  

機 械 装 置  

車 両 運 搬 具  

工具・器具・備品 

  リ ー ス 資 産 

無 形 固 定 資 産  

電 話 加 入 権  

ソ フ ト ウ ェ ア  

投資その他資産  

投 資 有 価 証 券  

出 資 金  

長 期 貸 付 金  

繰 延 税 金 資 産  

そ の 他  

貸 倒 引 当 金  

   

12,857,773,667 

1,256,316,588 

916,166,631 

6,483,091,752 

3,299,888,561 

38,039,229 

3,163,594 

59,558,904 

692,177,165 

1,656,234 

118,652,892 

△ 10,937,883 

 

 

1,310,006,682 

498,996,752 

70,099,752 

366,150,212 

3,712,965 

53,194,031 

5,839,792 

22,963,268 

11,393,950 

11,569,318 

788,046,662 

487,896,664 

3,050,000 

4,360,000 

254,172,765 

86,140,403 

  △ 47,573,170 

    

   

流 動 負 債 

支 払 手 形  

買 掛 金  

短 期 借 入 金  

リ ー ス 債 務  

未 払 金  

未 払 法 人 税 等  

未 払 費 用  

賞 与 引 当 金  

役員賞与引当金  

預 り 金  

そ の 他  

 

 

固 定 負 債 

預 り 保 証 金  

退職給付引当金  

役員退職慰労引当金 

リ ー ス 債 務 

資 産 除 去 債 務 

負 債 合 計 

11,997,067,544 

1,967,171,481 

6,755,054,334 

1,980,574,235 

1,376,520 

186,350,493 

40,284,100 

290,782,147 

262,810,000 

40,195,000 

48,462,617 

424,006,617 

 

 

643,294,338 

80,801,098 

437,961,000 

93,896,000 

5,047,240 

25,589,000 

12,640,361,882 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金 

利益剰余金 

  利 益 準 備 金 

その他利益剰余金 

   繰越利益剰余金 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 

 

 

 

純 資 産 合 計 

1,400,413,792 

100,000,000 

1,300,413,792 

25,000,000 

1,275,413,792 

1,275,413,792 

127,004,675 

127,004,675 

 

 

 

1,527,418,467 

資 産 合 計 14,167,780,349 負債・純資産合計 14,167,780,349 



 

 

損  益  計  算  書 

   (自 2020年 4月１日 至 2021年 3月 31日)   （単位：円） 

科         目 金         額 

売 上 高 

商 品 売 上 高  

収 入 手 数 料  

売 上 原 価 

売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

受取利息及び配当金 

その他の営業外収益 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

その他の営業外費用 

経 常 利 益 

特 別 利 益 

固定資産売却益 

特 別 損 失 

固定資産除売却損 

税 引 前 当 期 純 利 益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

当 期 純 利 益 

 

34,440,239,519 

299,626,992 

 

 

34,739,866,511 

30,417,316,505 

 4,322,550,006 

3,843,086,563 

 

 

14,041,586 

38,454,455 

479,463,443 

 

 

52,496,041 

 

1,745,099 

9,601,300 

 

 

11,346,399 

 

 

107,466 

520,613,085 

 

107,466 

 

1,867,982 

 

1,867,982 

 

219,599,542

△ 22,160,531 

518,852,569 

 

197,439,011 

 321,413,558 



    

個  別  注  記  表 

 

１．重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準および評価方法 

その他有価証券  

時価のあるもの  ……… 期末日の市場価額に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法・売却原価は移動平均による原価法） 

時価のないもの ……… 移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産の評価基準および評価方法 

車 両・仕掛品 ……… 個別法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

部 品・貯蔵品 ……… 最終仕入原価法 

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

（３）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リ－ス資産除く） ……… 定率法 

ただし、1998 年 4 月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並

びに 2016年 4月 1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、

定額法 

無形固定資産（リ－ス資産除く）……… 定額法（自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能 

  期間に基づく定額法） 

リ－ス資産 ……… 所有権移転ファイナンス･リ－ス取引に係るリ－ス資産 

  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してい

る。 

（４）引当金の計上基準 

貸倒引当金 ……… 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権は個別に回収の可能性を勘案し、回収不能額を計上

している。 

賞与引当金 ……… 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額の内当期に負担すべき額を計

上している。 

役員賞与引当金 ……… 役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の内当期に負担すべき額を計

上している。 

退職給付引当金 ……… 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上している。 

  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属 

  させる方法については、給付算定式基準によっている。 

  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務 

  期間以内の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額を、それ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理している。   

役員退職慰労引当金 ……… 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上

している。 

 

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税に係る会計処理は税抜方式によっている。 

連結納税制度適用 

日野セールスサポート株式会社を連結親法人とする連結納税制度を適用している。 

連結納税制度からグループ通算制度へ移行に係る税効果会計の適用 

当社は、｢所得税法等の一部を改正する法律｣(令和 2年法律第 8号)において創設されたグループ通算制度への移

行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行なわれた項目については、｢連結納税制

度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い｣(実務対応報告第 39号 2020年 3月 31



 

 

日)第 3項の取扱いにより、｢税効果会計に係る会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第 28号 2018年 2月

16日)第 44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいて

いる。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額 751,128,572 円 

（２） 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 664,667,106 円 

短期金銭債務 5,684,644,401 円 

３．損益計算書に関する注記 

（１）関係会社との取引高 

売上高 2,816,609円 

仕入高 19,923,745,550 円 

販売費及び一般管理費 457,440,664 円 

営業取引以外の取引による取引高 1,742,116円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当事業年度末の発行済株式の種類及び総数 

普通株式 2,000株 

（２）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

2020年 6月 18日開催の第 10 回定時株主総会において、次のとおり決議をしている。 

① 配当金の総額 265,310 千円 

② 1 株当たり配当額 132,655  円 

③基準日 2020年 3月 31日 

④効力発生日 2020年 6月 19日 

（３）当事業年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

2021年 6月 16日開催の第 11 回定時株主総会において、次のとおり決議を予定している。 

① 配当金の総額 321,413 千円 

② 1 株当たり配当額 160,705  円 

③基準日 2021年 3月 31日 

④効力発生日 2021年 6月 17日 

 

５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金、役員退職慰労引当金の否認等であり、

評価性引当額を控除している。繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金である。 

６．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社の資金運用については短期的な預金等に限定し、親会社の借入により資金を調達している。 

受取手形や売掛金等の債権については、与信管理規定に従い、管理部にて継続的なモニタリングを行い、

取引先の財政状況等の悪化による回収リスクの早期把握や軽減を図っている。 

また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期毎に時価の把握を行っている。 

 



 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

2021 年 3 月 31 日(当事業年度末)における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下

のとおりである。 

（単位：円）   

区 分 
貸借対照表 
計 上 額 (※ ) 

時価(※) 差 額 

(1) 現金及び預金 1,256,316,588 1,256,316,588 ― 

(2) 受取手形 916,166,631 916,166,631 ― 

(3) 売掛金 6,483,091,752 6,483,091,752 ― 

(4) 未収入金 692,177,165 692,177,165 ― 

(5) 預け金 1,656,234 1,656,234 ― 

(6) 投資有価証券 469,416,664 469,416,664 ― 

(7) 支払手形 (1,967,171,481) (1,967,171,481) ― 

(8) 買掛金 (6,755,054,334) (6,755,054,334) ― 

(9) 短期借入金 (1,980,574,235) (1,980,574,235) ― 
 

（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示している。 

 （注 1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

(1) 現金及び預金、(2)受取手形、(3)売掛金、(4)未収入金、並びに (5)預け金 

これらすべては短期間で決済されるため、時価は帳簿価格に近似していることから、当該帳簿価格に

よっている。 

(6)投資有価証券 

これらの時価については、株式の取引所の価格によっている。 

(7)支払手形、 (8)買掛金、並びに (9)短期借入金 

これらすべては短期間で決済されるため、時価は帳簿価格に近似していることから、当該帳簿価格に

よっている。 

 （注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：円） 

区 分 貸借対照表計上額 

非 上 場 株 式 18,480,000 

   これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もるには過大なコストを 

   要すると見込まれる。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため 

   (6)投資有価証券には含めていない。 

 

 

 

 

 

 



 

 

７．関連当事者との取引に関する注記 

  （１）親会社及び法人主要株主等                            （単位：円） 

  

  取引条件及び取引条件の決定方針 

  （注１） 商品の仕入については、日野自動車株式会社より提示された価格により毎期価格交渉の上、決定し 

ている。 

  （注２） 資金の預け入れ・借入れについては、市場金利を勘案して提示された条件(利率等)を検討し、決定 

している。 

  （注３） 不動産の賃借については、日野セールスサポート株式会社より提示された価格により毎期価格交渉 

の上、決定している。 

  （注４） 連結納税制度による連結法人税の支払予定額である。 

  （注５） 取引金額には消費税等は含めず、期末残高には消費税等を含めている。 

 

  （２）兄弟会社等                                   （単位：円） 

 

  取引条件及び取引条件の決定方針 

  （注１） リース用車輌の販売の取引条件は顧客に対する直接販売取引と同様に決定している。 

  （注２） クレジット取引は、顧客に対する車輌販売代金の立替払いである。 

  （注３） ボデー架装の仕入については、トランテックス株式会社より提示された価格を基に、その都度交渉 

の上、 決定している。 

  （注４） 取引金額には消費税等は含めず、期末残高には消費税等を含めている。 

 

属 性 会社等の名称 

議決権等の 

所有(被所

有)割合 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 

取引金額 

(注５) 
科 目 期末残高 

親会社 日 野 自 動 車 ㈱ 
被所有 

間接 100％ 

当社主要販売 

商 品 で あ る 

トラック・バス 

及び部品・付属品

の 仕 入 先 

商品の仕入 

（注１） 
19,877,908,730 

未 収 入 金 663,598,435 

買 掛 金 5,539,824,838 

親会社 日野セールスサポート㈱ 

被所有 

直接 100％ 

当社が使用する 

不動産の賃借 

ＣＭＳによる 

資金の借入 

（注２） 
1,980,574,235 短期借入金 1,980,574,235 

不動産の賃借 

（注３） 
457,440,664 前 払 費 用 53,274,344 

連結納税に伴う 
支払予定額 
（注４） 

144,819,563 未 払 金 144,819,563 

属性 会社等の名称 

議決権等の 

所有(被所

有)割合 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 

取引金額 

(注４) 
科目 期末残高 

親会社の
子会社 

モ ビ ロ ッ ツ ㈱ なし 

当社販売車輌の顧

客に対するリース

及びクレジットサ

ービスの提供先 

リース用車輌の 

販売（注１） 
2,934,684,731 

売 掛 金 269,286,889 
車輌販売代金の 

立替払い 

（注２） 

865,065,125 

親会社の

子会社 
トランテックス㈱ なし 

ボデー架装 

の 仕 入 先 

ボデー架装の 

仕入等（注３） 
1,138,250,836 

支 払 手 形 270,221,721 

買 掛 金 114,794,295 



 

 

８．１株当たり情報に関する注記 

 １株当たり純資産額 763,709円 23銭 

 １株当たり当期純利益 160,706円 77銭 

 

９．重要な後発事象に関する注記 

   該当事項なし。 

 


